
 

３．拠点機関関連事項 
（１）連携拠点機関で行っている「研究開発コーディネート活動」について 
①研究開発コーディネート活動と当該活動においてＲＳＰの果たしている役割 
  平成１３年７月、大学等の研究を中心に研究開発支援を行ってきた（財）北海道科学・産業技
術振興財団（以前の連携拠点）と、民間主導による事業化のための技術支援を行ってきた（財）北

海道地域技術振興センターが統合し、北海道の科学技術の振興における基礎研究から応用研

究、実用化・事業化までの一貫した支援機能を有する財団となった。 
  当財団では、ＲＳＰ事業をはじめとする「研究開発コーディネート活動」を推進するため、財団の
中に「研究成果育成推進室」を設け、ＲＳＰ事業のほか、活力ある地域経済の自立化のための事

業創造を推進するための産業クラスター活動や地域に根ざした基盤的研究開発の支援などの各

種事業を実施している。 
  研究成果育成推進室においては、代表科学技術コーディネータをはじめとするスタッフが一丸
となって、様々なチャンネルを利用して、大学や試験研究機関から本道における有望なシーズを

見つけ出し、各種プロジェクト等へ橋渡しを行ったほか、本道における広域的なネットワークの構

築を目指した事業を展開してきた。 
当財団が実施している諸事業のうち、ＲＳＰ事業との連携で進めている事業とＲＳＰコーディネー

ト活動内容は、以下のとおりである。 
 
ａ）研究開発支援事業 
  研究開発シーズ育成及び産業創造技術支援等事業への企業等による申請及び技術評価等、
さらには研究終了後における技術的評価及びその成果をもとに、そのフォローアップを目的とす

る「戦略的研究開発支援事業」に結び付けるコーディネート活動。 
 
ｂ）事業化・実用化支援事業 
  地域産業からのビジネスプランの事業化・実用化に係わるプロジェクトテーマの発掘プロジェク
トの推進及び事業化後の支援に関して、ＲＳＰ事業による知見を加えたコーディネート活動。 
 
ｃ）地域の産業クラスター活動支援事業 
  当財団のクラスター推進部が中心となって進めている地域の特性を生かしたビジネス創造にチ
ャレンジしている道内２８地域研究会活動とＲＳＰ事業により構築した広域ネットワーク型コーディ

ネート機能（図１）による支援活動。 
 
ｄ）地域コーディネータ事業 
  当財団に配置している食品、機械、環境分野の地域コーディネータとの連携でＲＳＰ主催の新
規形態の機能性栄養食品実用化研究会活動及び技術情報交換等による地域ニーズへの対応

等コーディネート活動｡ 
 
  なお、その他の活動として、当財団が地域結集型共同事業・ＲＳＰ事業による成果をもとに設置
運営している北海道「食と健康」ＣＯＥネットワーク会議による地域ニーズへの対応、国等の諸事
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業へのプロジェクト企画・提案等に関する共同コーディネート活動がある。 
 
②研究開発コーディネート活動の現状 
ａ）コーディネート活動により構築された研究情報ネットワーク 
○ＲＳＰ事業によるもの 
ＲＳＰ事業では、重点分野領域ごとに科学技術コーディネータが、大学などの研究者や企業の

技術者などと直接面談して、最新の研究成果や、企業の開発ニーズなどの把握に努めてきた。こ

れらの情報は、産業クラスター活動支援事業などの他事業で集められた研究情報とともに研究成

果育成推進室で管理し、必要に応じて関係機関にフィードバックしてきた。また、ＲＳＰ事業では、

関係者でメーリングリストを作成し、緊密なやりとりを行うことによって研究情報のネットワークを構

築してきている。 
 

○ＲＳＰ事業以外のもの 
 財団では、ＲＳＰ事業以外にも、地域結集型共同研究事業や産業クラスター活動支援事業など

により収集された研究情報がある。当財団では、各事業で集められた情報について関係機関と連

携し、研究情報ネットワークを築いて共有化を図っている。この成果として、平成１３年度に、北海

道経済産業局が当財団の協力により作成した「北海道の研究者とシーズ集～研究シーズの産業

活用を目指して」などがある。 
 
ｂ）人的交流ネットワーク 
○ＲＳＰ事業によるもの 
 本事業では、当初から人的交流ネットワークの構築に力を入れてきた。広大な面積を有する本

道にあっては、まず道内の主要都市を核とする地域のネットワークを築くとともに、地域のキーパ

ーソンが一堂に集まって、各地域の課題を持ち寄り広域なネットワークにより解決を図るしくみとし

て、次のとおり「広域ネットワーク型コーディネート機能」の整備を図った。 
 
○ＲＳＰ事業以外のもの 
  当財団では、様々な事業で人的交流のネットワーク化が図られている。特に本道が強みを持
つとされるバイオ関係の人的交流ネットワークとして「北海道バイオ産業クラスター・フォーラム」や

「次世代ポストゲノム研究推進協議会、研究者ネットワーク・企業ネットワーク」のほか、ＩＴ関係の

「北海道情報産業クラスター・フォーラム」なども形成されており、当財団が事務局となっている。そ

れぞれに築かれたネットワークは、当財団のコーディネートにより重層的なネットワークとなり、本道

の活性化に寄与している。 
 さらに、当財団以外の取り組みではあるが、北海道大学先端科学技術共同研究センターが中

心となって、道内中小企業の集まりである中小企業家同友会と連携し、１３年度から産学官連携

研究会（北海道プラットフォームエントランス：ＨＯＰＥ）を立ち上げ、企業経営者と大学や研究機

関の研究者との交流により、新たな産業技術化研究を生み出し、事業化を目指した取り組みが行

われている。 
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（北海道地域における広域ネットワーク型コーディネート機能の構築）（図１） 

ノーステック財団

旭川地区

旭川高専

室蘭地区

室蘭工大
地域共同研究
開発センター

北見地区

北見工大
地域共同研究
センター

釧路地区

釧路高専

帯広地区

帯広畜大
地域共同研究
センター

小樽地区

小樽商大
ビジネス

創造センター

苫小牧地区

苫小牧テクノ
センター

産業技術総合研究所

・食品加工研究センター

・北海道立工業試験場

北海道大学

先端科学技術
研究センター

株式会社
北海道T.L.O

函館地区

函館技術
センター

ＲＳＰ事業

研究成果活用プラザ

コラボほっかいどう

キーパーソン・ネットワークの構築

コーディネート機能のネットワーク化→情報一元化

 
（２）コーディネート活動の成果の活用方法 
ＲＳＰ事業によって育成試験が行われたものは、積極的に当財団が実施している研究開発支

援事業に橋渡しするように努めてきており、次のとおり採択されている。（詳細様式３） 
 
ａ）産業化研究開発支援事業 
応用または実用化が期待される研究開発の技術移転や産業化を促進する。 
平成１２年度  ２件 
平成１３年度  ３件 
 

ｂ）産業創造技術研究開発支援事業 
道内中小企業が持つ、大学等で生み出された優れた研究成果の事業化に向けた研究開発を

支援する。 
平成１３年度  １件 
平成１４年度  １件 
 
上記のほか、当財団で行っている「北海道産業クラスター創造活動」「次世代ポストゲノム研究

推進構想」「北海道バイオ産業クラスター・フォーラム」「北海道情報産業クラスター・フォーラム」な

どの各種事業において、ＲＳＰ事業によるコーディネート活動で構築された研究情報や人的交流

ネットワークの成果が活用されている。 
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（３）ＲＳＰ事業の推進体制 
（財）北海道科学技術総合振興センターの組織とＲＳＰ事業の推進体制は次のとおりである。 

なお、外部連携協力機関は、前述の図で示したとおりである。 

 
会長 理事長

IT推進部

研究成果育成推進室

ｸﾗｽﾀｰ推進部

地域ｺﾝｿｰｼｱﾑ室

研究開発部

業務管理部

総務企画部

常務理事 兼 

事務局長 

常務理事副理事長 専務理事
 
 
 

次世代ポストゲノム推進室
 
 

地域結集型プロジェクト推進室
 
 
 
 
 
 

代表 JC・JC 研究成果育成推進室長 

（事務局長 兼務） 

（業務管理部長 兼務） 

（ｸﾗｽﾀｰ推進部長 兼務） 
H14.4～

～H14.3

～H13.7

室次長 

(次長兼務) 
 
 

アドバイザー  
事務員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全道研究・技術開発 、 

ネットワーク推進会議 

地域ネットワーク会議（６地区） ネットワーク

    の構築

 
○育成試験等の成果発表 

新技術フォーラム 

国公設試験研究機関 

企業 

研究成果育成プログラムの実践の場 

（役割）産学官の共同研究を推進し、研究成果の 

実用化・事業化を促進する。 

 
○育成試験等の重要事項の審議    等 

 
○育成試験等の事業化に向けての検討

研究会 

○権利化試験事業 

○独創的研究成果育成事業 

○新規事業志向型研究開発成果展開事業 

○社会技術研究推進事業  等 

科学技術振興事業団 

北海道研究成果育成活用促進会議 

活 用

橋渡し 

北海道産学官協働センター 

         共同研究 
大学
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（４）コーディネート活動の実績（詳細様式１） 
①ＲＳＰ事業によるもの 
ａ）調査実績 
研究シーズについては、北海道の研究者とシーズ集により３５０件の収集の他、北海道内各大

学へ訪問し研究者延べ１８００人との面談により、これまでに２，１６９件を収集し、１次情報として整

理した。  
更に、この中から新規性、実用化評価、特許等により７２件を２次情報として整理した。 
企業ニーズについては、各コーディネータが企業側と個別に面談した中から１３８件収集し、ス

クリーニングの結果、２次情報として４３件厳選した。 
 

ｂ）新技術説明会 
○平成１１年度は、「バイオサイエンスセミナー」を開催し、奈良先端科学技術大学院大学の松

原謙一客員教授にＤＮＡチップについて講演をいただき、１５０人の参加者が聴講した。 
○平成１２年度は、「新技術北海道フォーラムｉｎ札幌 2001」を開催し、国際特許事務所の須藤
政彦所長による「特許による世界戦略～技術移転による新事業分野開拓の方法」の講演の

他、育成試験の成果報告４課題を行い、１５０人の参加を得た。 
○平成１３年度は、「新技術北海道フォーラムｉｎ札幌 2002」を開催し、北海道大学電子科学研
究所長の伊福部達教授による講演「生活支援のための科学技術～新産業への道筋」の他

育成試験の成果報告４課題を行い、１２０人の参加を得た。 
○平成１４年度は、「新技術北海道フォーラムｉｎ札幌 2003」を開催し、育成試験の成果報告５
課題発表し、１２０人の参加を得た。 

○最終年度の平成１５年度は、「新技術北海道フォーラムｉｎ札幌 2004」を開催し、育成試験の
中から実用化や技術移転面で多大な成果を得られたものを中心に、６課題の研究成果の研

究発表を行った。北海道内で地域の問題、将来的に地域の産業として期待の持てるテーマ

であったので、講演会終了後、資料の請求、発表者（大学教授他）への取次ぎや紹介依頼

など大きな反響があった。また、農業地域など従来関連の薄かった地域の人からの問い合わ

せも多くあり、参加者も予想を大きく上回り１８８人の参加を得て、成功裡に終了した。 
 

ｃ）育成試験の実績 
整理した研究シーズの２次情報の中から、次のとおり育成試験を実施した。５年間の累計育成

試験は、３４件、参加研究機関９４機関に対し、育成試験費１０，１５０万円、追加育成試験費６００

万円、緊急育成試験費１１，５００万円、権利化試験費４，２００万円の研究費用が助成され、その

結果として、国内特許出願２３件、海外特許出願１件、他事業への橋渡し１４件、商品化９件、企

業化６件の成果を得ることができた。 
 
○平成１１年度は、育成試験６件（参加研究機関１２機関）、緊急育成試験１件（参加研究機関

６機関）、権利化試験１件（参加研究機関２機関）を実施した。 
○平成１２年度は、育成試験６件（研究参加機関１７機関）、追加育成試験２件（参加研究機関

５機関）を実施した。 
○平成１３年度は、育成試験６件（参加研究機関１３機関）を実施した。 
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○平成１４年度は、育成試験５件（参加研究機関２０機関）を実施した。 
○平成１５年度は、育成試験６件（参加研究機関１９機関）を実施した。 
 

②ＲＳＰ以外のもの 
当財団では、産業技術とビジネスに精通した外部専門家（地域コーディネータ）を委嘱し、プロ

ジェクトの発掘、テーマの検討並びに事業化後のプロジェクトのフォローアップを行う「地域コーデ

ィネート」事業を平成１３年度から次のとおり実施している。 
地域コーディネート事業 
 （地域コーディネータが関与したプロジェクトのテーマ数） 
  Ｈ１３年度  ２７件 
  Ｈ１４年度  ３２件 
  Ｈ１５年度  ３５件 
 
また、財団が自ら実施している研究開発支援事業において採択した研究テーマをはじめ、本

道で行われている様々な研究シーズを国等の新たな研究開発プロジェクトへ展開させるなどのコ

ーディネート活動を進めてきた。当財団が、１１年度から１５年度までの５年間にコーディネート活

動として、関与した主な研究開発プロジェクトは、次のとおりである。 
地域コンソーシアム研究開発事業（３６件） 
次世代型技術研究開発事業（１件） 
先導的研究等の推進事業（１件） 
地域結集型共同研究事業（１件） 

 
（５）ＲＳＰ事業により蓄積されたシーズ／ニーズの実績 

 本事業により蓄積されたシーズ、ニーズの年度ごとの実績は、次のとおりである。 

年 度 シーズ ニーズ 

１次情報数    １，４００ １次情報数      ４０ １１年度 

２次情報数       １１ ２次情報数       ８ 

１次情報数      ４７８ １次情報数      ４０ １２年度 

２次情報数        ５ ２次情報数       ９ 

１次情報数       ３６ １次情報数      ２０ １３年度 

２次情報数       ２０ ２次情報数       ８ 

１次情報数      ２１８ １次情報数      ２２ １４年度 

２次情報数       １９ ２次情報数       ９ 

１次情報数       ３７ １次情報数      １６ １５年度 

２次情報数       １７ ２次情報数       ９ 

１次情報数    ２，１６９ １次情報数     １３８    計 

２次情報数       ７２ ２次情報数        ４３ 
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（６）ＲＳＰ事業の成果（詳細様式３） 

他の事業等に展開した例      ・・・１４件 

うち 文部科学省関係事業     ・・・３件 

経済産業省関係事業     ・・・２件 

その他省庁関係事業     ・・・７件 

都道府県単独事業      ・・・２件 

実用化されたもの              ・・・２件 

商品化されたもの              ・・・９件 

起業化されたもの（ベンチャー企業等） ・・・６件 

 

（７）成果育成促進会議の実績 

  研究成果育成活用促進会議を５年間で１３回開催した。 

  年度別の開催回数は次のとおり（詳細様式４） 

   平成１１年度開催回数・・・４回 

   平成１２年度開催回数・・・２回 

   平成１３年度開催回数・・・３回 

   平成１４年度開催回数・・・２回 

   平成１５年度開催回数・・・２回 

 

（８）今後の展開 

当財団としては、今後も北海道が先導的役割を果たすべき研究開発分野、すなわち地域資源

循環型社会システムの構築に向けて、エネルギー・食・環境分野における有望なコア技術を更に

育成していくこととしている。また、地域結集型共同研究事業及びＲＳＰ事業の成果をもとに、今

後、全国的に大きな市場を望める“未病”等分野における新規形態の機能性栄養食品加工等の

研究開発を支援することとしており、平成１５年度からは北海道「食と健康」ＣＯＥネットワーク会議

を財団内に設置し、活動している。この事例のようにＲＳＰ事業によって蓄積されたエネルギー・食

・環境分野におけるコア技術群を中心として、財団の地域産業クラスター研究会活動、ホームペ

ージ等で、広くその活用を促していく。 
今後もＲＳＰ事業による成果を引き継ぎ、コーディネート活動を実施していくため、当財団にコー

ディネータ２名を配置する。コーディネータには、科学技術コーディネータと同じように専門的知

識を有し、豊富な経験のもとに研究シーズの目利きができる者を選任することとしている。このコー

ディネータを「コア・コーディネータ」と位置付け、全道の大学等の研究機関、支援機関などに配

置されているコーディネータの中核と位置付ける。また、コーディネータの交流・連携と情報交換

の場として「コーディネート・ボード（委員会）」を設置し、コーディネータによる広域ネットワーク構

築を推進していく。 
本道においては、現在、産学官が一体となって「リサーチ＆ビジネスパーク」構想が進められて

おり、当財団もこの構想に積極的に関わっているところである。この構想では、北海道大学北キャ

ンパスにおける取組みをモデルに地域ごとに特色のある「リサーチ＆ビジネスパーク」構想を推進

することを目指している。ＲＳＰ事業で培ったノウハウを活かした「コーディネート・ボード」の設置に

よって、研究情報や人的交流の更なるネットワーク構築が期待されることから、地域への「リサーチ

- 17 -



 

＆ビジネスパーク」の展開において、この「コーディネート・ボード」が中核的な役割を担っていくと

考えている。 
今後も「コア・コーディネータ」を中核とするネットワーク及び財団の人的交流（地域産業クラスタ

ー研究会活動等）ネットワークの結合により、財団等地域独自事業の効率的活用を促すと共に、

地域産業の技術開発とビジネスチャンス支援に関するコーディネート活動を進める。さらに地域ニ

ーズに対応するためのＪＳＴ等国諸事業を始めとする各種助成事業への橋渡しや地方自治体等

が企画する地域振興プロジェクトに関して、提案、実践していくコーディネート活動を展開する。 
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